
 

 

 

定住自立圏の形成に関する変更協定書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

丸 亀 市 ・ 善通寺市 

 



 

定住自立圏の形成に関する変更協定書 

 

 丸亀市（以下「甲」という。）と善通寺市（以下「乙」という。）は、平成 24年 4月 19 日に締結した

定住自立圏の形成に関する協定書の一部を次のように変更する。 

 

 別表第１から別表第３までを次のように改める。 

 

別表第１（第３条、第４条関係） 

 

生活機能の強化に係る政策分野 

 

１ 医療 

施策 取組内容 甲の役割 乙の役割 

医療を安定的

に提供できる

体制の確保 

病院勤務医の負担軽減と医

療費削減のため、かかりつ

け医の推進、コンビニ受診

の防止、ジェネリック医薬

品の普及啓発を行う。 

乙と連携し、適正受診の啓

発やジェネリック医薬品の

普及等に取り組むととも

に、圏域内の取組を調整す

る。 

甲と連携し、適正受診の啓

発やジェネリック医薬品の

普及等に取り組む。 

救急医療体制

の確保 

圏域の救急医療体制を確保

するため、中讃医療圏にお

ける病院群輪番制の維持・

充実を図る。 

病院群輪番制による救急医

療について、その運営や設

備整備を支援する。 

病院群輪番制による救急医

療について、その運営や設

備整備を支援する。 

 

２ 福祉 

施策 取組内容 甲の役割 乙の役割 

子育て環境の

充実 

仕事と育児を両立できる環

境の充実を図るため、発達

障害児等支援事業のエリア

拡大等、子育てサービスが

広域的に展開されるよう推

進する。 

乙と連携し、情報共有しな

がら、子育てサービスの充

実に努める。また発達障害

児等支援事業については、

発達障害児等の保護者や教

職員等を対象とした研修会

やセミナーの開催等の情報

を乙へ提供し、参加を促す。 

甲と連携し、情報共有しな

がら、子育てサービスの充

実に努める。また発達障害

児等支援事業については、

発達障害児等の保護者や教

職員等を対象とした研修会

やセミナーの開催等の情報

を甲から受け、関係者への

周知・参加の取りまとめを

行う。 



 

高齢者・障がい

者福祉ネット

ワークの充実 

介護認定審査及び障害程度

区分認定審査の公平性・効

率性を確保するため、審査

判定業務を共同で実施す

る。 

中讃広域行政事務組合に設

置する介護認定審査会及び

障害程度区分認定審査会を

通じ、乙と共同で業務を実

施し、協議した負担割合に

従い、運営に必要な経費を

負担する。 

中讃広域行政事務組合に設

置する介護認定審査会及び

障害程度区分認定審査会を

通じ、甲と共同で業務を実

施し、協議した負担割合に

従い、運営に必要な経費を

負担する。 

 

３ 教育 

施策 取組内容 甲の役割 乙の役割 

高校等との連

携 

香川県が実施する公立高校

の全国募集への応募を促進

するため、魅力向上策を推

進する。 

乙と連携し、圏域内公立高

校と連絡・調整しながら、

公立高校の全国募集への応

募促進を図る。 

甲と連携し、圏域内公立高

校と連絡・調整しながら、

公立高校の全国募集への応

募促進を図る。 

大学等との連

携 

各分野での取組を効果的に

実施するため、大学等と相

互に連携した研究・交流等

を推進する。 

大学等と様々な分野での交

流・合同研究等を実施し、

圏域内においてその内容や

成果を共有することによ

り、学官の連携・協力関係

を深める。 

大学等と様々な分野での交

流・合同研究等を実施し、

圏域内においてその内容や

成果を共有することによ

り、学官の連携・協力関係

を深める。 

 

４ 産業振興 

施策 取組内容 甲の役割 乙の役割 

産業の振興 ⑴①中小企業の振興を図

り、地域の活性化につな

げるため、中讃勤労者福

祉サービスセンターの事

業対象地域を拡大し、圏

域内における中小企業の

福利厚生を充実する。 

②学生を対象に圏域企業

へのインターンシップを

実施し、人材獲得や圏域

への移住定住促進を図

る。 

③圏域の公立中学校の生

徒が圏域内の企業につい

て学ぶ機会を創出し、将

来的な圏域での就職につ

なげる。 

①丸亀市内に設置された

中讃勤労者福祉サービス

センターと連携を図ると

ともに、勤労者福祉に関す

る情報を乙に提供する。 

②インターンシップ事業

の開催や学生及び企業の

参加募集を実施する。 

③乙と連携し、圏域の公立

中学校の生徒が圏域内の

企業について学ぶ機会を

創出する。 

  

①勤労者福祉に関する情

報を甲に提供するととも

に、事業所や商工会議所・

商工会へ事業についての

ＰＲをする。 

②甲と連携し、インターン

シップ事業の開催や企業

の参加募集に協力する。 

③甲と連携し、圏域の公立

中学校の生徒が圏域内の

企業について学ぶ機会を

創出する。 



 

⑵①圏域内外における地場

産品の消費拡大のため、

イベント情報の共有と周

知宣伝の連携により地産

地消・地産外商を推進す

る。 

 ②６次産業化を推進し、

圏域内外における地場産

品の消費拡大を図る。 

 

①圏域内の特産品や加工

品、物産展等のイベント情

報を取りまとめ、乙へ提供

するとともに周知宣伝活

動を行い、圏域の特産品や

加工品紹介の物産展等を

開催する。 

②６次産業化に向けた事

業者間の仲介や商品開発

を推進する。 

①特産品や加工品、物産展

等のイベント情報を甲へ

提供し、甲と周知宣伝活動

を行うとともに、物産展等

の開催に協力する。 

②６次産業化に向けた事

業者間の仲介や商品開発

の推進に協力する。 

⑶水環境の保全と森林育成

を図るため、圏域内や県

内産木材の利用促進や普

及啓発に取り組む。 

圏域内の木材活用事例を

取りまとめ、情報共有し、

周知啓発を図るとともに、

木材活用事業の企画・運営

を行う。 

木材活用事例を甲へ提供

し、周知啓発を図るととも

に、木材活用事業の運営に

協力する。 

⑷有害鳥獣出没に関する連

絡体制の整備や情報の共

有、捕獲等に関する連絡

調整をして、農作物被害

や人的被害の軽減につな

げる。 

圏域間の緊急連絡体制や

捕獲等の連絡調整を行う。 

圏域間の緊急連絡体制の

整備や出没情報の共有を

行う。 

⑸ふるさと納税について、

圏域内の地場産品等を活

用した共通返礼品の考案

や効果的な取扱いによ

り、歳入確保や産業振興

等につなげる。 

乙と連携し、地場産品等を

活用した共通返礼品を考

案するとともに、効果的な

取扱いにより、寄付金収入

の確保を図る。 

甲と連携し、地場産品等を

活用した共通返礼品を考

案するとともに、効果的な

取扱いにより、寄付金収入

の確保を図る。 

⑹地域総合整備財団が無利

子資金を貸し付ける「ふ

るさと融資」について、

融資比率上乗せの優遇制

度を周知啓発し、圏域で

の民間設備投資や雇用の

促進につなげる。 

乙と連携し、ふるさと融資

制度の活用に向けた普及

促進策を調整する。 

甲と連携し、ふるさと融資

制度の活用に向けた普及

促進策に協力する。 

観光の振興 ⑴金毘羅街道の活用や滞在

型観光の検討・ＰＲなど、

広域連携による滞在型・

回遊型観光の推進を図

る。 

乙と連携し、金毘羅街道を

中心とした事業等の展開

を図る。 

甲と連携し、金毘羅街道を

中心とした事業等に協力

する。 



 

 

⑵外国人観光客を誘致する

ため、旅行商品の企画を

行うとともに、観光ＰＲ

を推進する。 

乙と連携し、外国語版パン

フレットの作成、外国人向

けの商品開発等に取り組

む。 

甲と連携し、外国語版パン

フレットの作成、外国人向

けの商品開発等に協力す

る。 

 

５ 環境 

施策 取組内容 甲の役割 乙の役割 

環境に配慮し

た社会づくり 

⑴脱炭素（ゼロカーボン）

社会の推進に向け、圏域

住民や事業者に対して、

地球温暖化防止など環境

意識の醸成を図るための

普及促進策に取り組む。 

乙と連携し、脱炭素（ゼロ

カーボン）社会の推進に向

けた普及促進策を調整す

る。 

甲と連携し、脱炭素（ゼロ

カーボン）社会の推進に向

けた普及促進策に協力す

る。 

⑵食品ロスの削減に向け、

圏域住民や事業者の理解

を深め、実践につなげる

ための普及促進策に取り

組む。 

乙と連携し、食品ロス削減

の推進に向けた普及促進策

を調整する。 

甲と連携し、食品ロス削減

の推進に向けた普及促進策

に協力する。 

 

６ 消防・防災 

施策 取組内容 甲の役割 乙の役割 

消防・防災体

制の強化 

⑴①圏域における消防力を

強化するため、香川県消防

相互応援協定に基づき、自

治体間相互の応援体制を

強化するとともに、広域的

な消防通信指令システム

を共同運用する。 

 ②消防特殊資機材等につ

いて、圏域での共同購入や

運用を図る。 

①乙と相互の消防応援関係

を深めるとともに、広域的

な通信指令システムとし

て、高機能消防指令センタ

ー等の機能を共同利用す

る。 

②乙と連携し、消防特殊資

機材等の圏域での共同購入

や運用を図る。 

①甲と相互の消防応援関係

を深めるとともに、通信指

令システムを甲と共同利用

できるよう、必要なデータ

の整備、機器の保守等を行

う。 

②甲と連携し、消防特殊資

機材等の圏域での共同購入

や運用を図る。 

⑵激甚化、広域化する自然災

害に備えるため、地域防災

組織や圏域職員の連携に

よる防災知識・意識の向上

を図る。 

乙と連携し、地域防災組織

や圏域職員の連携による防

災知識・意識の向上につな

がる取組を調整する。 

甲と連携し、地域防災組織

や圏域職員の連携による防

災知識・意識の向上につな

がる取組に協力する。 

 



 

７ その他 

施策 取組内容 甲の役割 乙の役割 

少子化対策 人口減少対策として、圏域で

連携した少子化対策に取り

組み、出生数の増加を図る。 

乙と連携し、圏域で連携し

た少子化対策を調整する。 

甲と連携し、圏域で連携し

た少子化対策に協力する。 

一般廃棄物処

理体制の確保 

圏域における一般廃棄物の

効率的な処理体制を確保す

るため、処理業務を共同で実

施する。 

中讃広域行政事務組合に

設置するごみ処理施設、し

尿処理施設及び一般廃棄

物最終処分場について、同

事務組合を通じ乙と共同

で管理運営し、協議した負

担割合に従い、運営に必要

な経費を負担する。 

中讃広域行政事務組合に

設置するごみ処理施設、し

尿処理施設及び一般廃棄

物最終処分場について、同

事務組合を通じ甲と共同

で管理運営し、協議した負

担割合に従い、運営に必要

な経費を負担する。 

 



 

別表第２（第３条、第４条関係） 

 

結びつきやネットワークの強化に係る政策分野 

 

１ 地域公共交通 

施策 取組内容 甲の役割 乙の役割 

公共交通ネッ

トワークの充

実 

利用者の利便性向上のため、

公共交通機関の連携を図る

ことにより、地域間のネット

ワーク強化に取り組む。 

圏域内における公共交通

の課題及び利用者の利便

性向上について、乙と連携

して継続的に調査し、調整

する。 

効率的かつ効果的な公共

交通機関の連携について、

甲と調整する。 

 

２ 地域情報政策 

施策 取組内容 甲の役割 乙の役割 

情報発信の充

実 

地域住民の活発な交流を促

進するため、圏域自治体のホ

ームページ、広報紙、印刷物、

ケーブルテレビ等を活用す

ることにより、圏域内外への

情報発信と情報共有を行う。 

圏域内における連携調整

の内容や決定事項等で、情

報発信できる事実の把

握・集約等を行う。 

圏域自治体の連携につい

て、調整された内容や決定

事項等の情報発信を行う

とともに、広報紙等への掲

載事項について甲へ情報

提供する。 

ＩＣＴの活用 情報通信技術の活用促進に

より、圏域住民の利便性向上

や事務の効率化を図るため、

行政のデジタル化を推進す

る。 

乙と連携し、行政のデジタ

ル化推進に向けた取組に

ついて調整する。 

甲と連携し、行政のデジタ

ル化推進に向けた取組に

ついて協力する。 

 

３ 道路等の交通インフラの整備 

施策 取組内容 甲の役割 乙の役割 

幹線道路・生

活道路の整備 

相互の道路整備に関する情

報を共有し、圏域間を接続す

る幹線道路と生活道を効率

的に整備する。 

圏域の道路整備状況を調

査し、連携が可能な道路整

備事業の検討や計画を立

て、幹線道路等の整備を図

る。 

甲と連携して、道路整備状

況を調査し、連携が可能な

道路整備事業の検討や計

画を立て、幹線道路等の整

備を図る。 

 



 

４ 地域内外の住民との交流・移住促進 

施策 取組内容 甲の役割 乙の役割 

圏域内外にお

ける交流の促

進 

⑴文化芸術・スポーツ等を通

じて地域間交流を推進す

るため、圏域内に有する施

設の広域的活用を促すと

ともに、行事等の開催にお

いては、圏域内連携のも

と、住民が様々な活動に参

加する機会を拡大する。 

乙と連携し、文化芸術・ス

ポーツ施設等の充実、利用

条件の見直し、各種行事に

係る情報の共有と住民へ

の周知等を行うとともに、

圏域内の調整を図る。 

甲と連携し、文化芸術・ス

ポーツ施設等の充実、利用

条件の見直し、各種行事に

係る情報の共有と住民へ

の周知等を行う。 

⑵圏域住民の健康増進や交

流の促進を図るため、圏域

全体で取り組めるスポー

ツや運動を推進する。 

乙と連携し、圏域全体での

スポーツや運動の推進に

ついて調整する。 

甲と連携し、圏域全体での

スポーツや運動の推進に

ついて、甲に協力する。 

移住・交流の促

進 

人口減少対策として、圏域で

連携した移住・交流促進事業

に取り組み、人口の社会増を

図る。 

乙と連携し、圏域で連携し

た移住・交流促進事業を調

整する。 

甲と連携し、圏域で連携し

た移住・交流促進事業に協

力する。 

 

５ その他 

施策 取組内容 甲の役割 乙の役割 

協働の推進 圏域全体で、まちづくりに関

わる人材の発掘や育成、連携

強化を図り、住民主体による

まちづくり活動の活性化を

図る。 

乙と連携し、圏域全体での

まちづくり活動促進に向

けた取組を調整する。 

甲と連携し、圏域全体での

まちづくり活動促進に向

けた取組に協力する。 

生涯学習の充

実 

圏域における生涯学習に係

る情報を共有し、相互利用可

能な体制を構築することで、

生涯学習の充実を図る。 

乙と連携し、生涯学習に係

る情報を一元化し、相互利

用可能な体制の構築を図

る。 

生涯学習に係る情報を甲

に提供し、相互利用可能な

体制の構築に協力する。 

図書館サービ

スの充実 

圏域における図書館サービ

スの充実を図るため、公共図

書館が連携し、利用者の利便

性向上を推進する。 

利便性向上に向けた連携

事務や回送サービスの管

理・運営を行う。 

利便性向上に向けたサー

ビスとその円滑な運営に

協力する。 

 



 

情報処理シス

テムの充実 

圏域における行政情報の電

子化を効率的に推進するた

め、情報処理事務を共同で実

施する。 

中讃広域行政事務組合に

設置する情報センターを

通じ、乙と共同で行政情報

に係る電算処理を行い、協

議した負担割合に従い、運

営に必要な経費を負担す

る。 

中讃広域行政事務組合に

設置する情報センターを

通じ、甲と共同で行政情報

に係る電算処理を行い、協

議した負担割合に従い、運

営に必要な経費を負担す

る。 

租税債権徴収

体制の強化 

税負担の公平性と租税徴収

事務の効率性を確保するた

め、共同で租税の滞納整理を

行う。 

中讃広域行政事務組合に

設置する租税債権管理課

を通じ、乙と共同で租税の

滞納整理を行い、協議した

負担割合に従い、運営に必

要な経費を負担する。 

中讃広域行政事務組合に

設置する租税債権管理課

を通じ、甲と共同で租税の

滞納整理を行い、協議した

負担割合に従い、運営に必

要な経費を負担する。 

 



 

別表第３（第３条、第４条関係） 

 

圏域マネジメント能力の強化に係る政策分野 

 

１ 宣言中心市等における人材の育成 

施策 取組内容 甲の役割 乙の役割 

地域人材力の

育成 

地域人材力を育成するため、

圏域外より専門的な知識・技

能を有する人材を招へいす

る。 

圏域に優秀な人材を招へ

いし、各種団体の指導者育

成等に取り組むとともに、

圏域内の情報を集約し、調

整する。 

圏域に優秀な人材を招へ

いし、各種団体の指導者育

成等に取り組むとともに、

甲へ情報を提供する。 

 

２ 圏域内市町の職員等の交流 

施策 取組内容 甲の役割 乙の役割 

職員の交流・人

材育成 

圏域内市町職員の資質向上

と連携強化を図るため、合同

研修を実施する。 

圏域で実施することが効

果的な研修や人材育成の

ための研修を企画・実施

し、乙に対して当該研修へ

の参加の機会を提供する。 

甲が実施する職員研修に

職員を参加させるととも

に、必要に応じて、費用の

一部を負担する。 

 

３ その他 

施策 取組内容 甲の役割 乙の役割 

ＳＤＧｓの推

進 

国際目標であるＳＤＧｓの

推進に向けて、圏域住民や事

業者への普及促進策に取り

組む。 

乙と連携し、ＳＤＧｓの推

進に向けた普及促進策を

調整する。 

甲と連携し、ＳＤＧｓの推

進に向けた普及促進策に

協力する。 

ワーク・ライ

フ・バランス推

進、女性活躍推

進 

企業によるワーク・ライフ・

バランス推進や女性活躍推

進のための取組に関する啓

発、支援を行う。 

関係行政機関、関係団体へ

の働きかけなどの体制づ

くりや情報の取りまとめ、

発信を行う。 

関係団体への働きかけや

情報の取りまとめ、発信に

協力する。 

 



 

 

この協定の締結を証するため、本協定書２通を作成し、甲及び乙が記名押印のうえ、各自１通を保有

する。 

 

令和４年４月１日 

 

甲 丸亀市大手町二丁目４番 21 号   

丸亀市 

丸亀市長 松永 恭二 

 

乙 善通寺市文京町二丁目１番１号 

善通寺市 

善通寺市長 平岡 正典 


